
戦後、国・地方公共団体および社会福祉法人を中

心に発展してきたわが国の社会福祉が、１９８０年代以

降「社会福祉援助提供組織の多様化・多元化」へと

基本的方針が転換されて以来、NPO（Non-profit

Organization特定非営利活動法人）の活動が活発に

なってきた。

そこで本稿では、NPO法人の活動状況を概観し、

社会福祉分野において果す役割等について考察して

みたい。

Ⅰ NPOとは何か

１．サウスブロンクスの闘い〈廃墟からの回復〉

１９７０年代当時、ニューヨークの都市の荒廃ぶりを

伝えるニュースは衝撃的なものであったが、あの荒

廃からの回復に NPO法人が中心的にかかわってい

たのである。
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Abstract

Public organizations which are run by the national government and local governments, and social

welfare cooperate bodies have maintained the conventional system of social welfare to support the

people of Japan since the end of World War II. However, they are changing their policy now. The

system has been diversified along with the deterioration of the economic condition since the１９８０s.

Some organizations which are run by the PFI（Private Finance Initiative）and organizations from

the private sector have been established, in particular, the activities of NPOs, whose financial foun-
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tions and resources. It also discusses the present conditions of Japanese NPOs and the trends to

support the administration of Japanese NPOs.
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ラルフ・ポーターによれば、年間１万２千件の放

火がサウスブロンクスを焼き払い、１９７０年代には約

３０万人がこの町を去り、住宅資産の４０％が破壊され

てしまい、１９７０年代後半から８０年代にかけて、公共

住宅政策を発表したカーター大統領やレーガン大統

領、さらに市長、連邦議員や市会議員にも匙を投げ

出され、見捨てられた街だったという。

しかし、自分達の街を見捨てなかった一握りの人

達がいた。その一人がジュヌビェーブ・ブルックス

で、現在ブロンクス区副区長をしている。彼女は、

建物を汚れっぱなしに放っておく家主にしびれをき

らし、自分でアパートの管理をはじめた。

ブルックスは、教会、ボランティア団体および借

家人協会などに呼び掛けて、住民の連合組織、ミッ

ドブロンクス・デスペラードス（MBD）を立ち上

げ、この地域最大の CDC（Community develop-

ment corporation）に成長させた。

この種の CDCが、８０年代次々作られ、市や連邦

政府からの補助金・税の優遇措置・企業の支援な

ど、あらゆる財源を活用して、１５年間でおよそ４万

所帯の住宅を提供することができた。

サウスブロンクスに住む半分以上の人達は何らか

の公的補助を受けており、ヘルス・ケアと職業訓練

は特に必要だという。サウスブロンクスはこのよう

にいまだに最も貧しい地区であり、失業率は１８％、

８０年代の最悪期は脱したものの、麻薬の横行、公立

学校の荒廃も全米一といわれている。

連邦や州・市政府は、毎年何百万ドルの資金を

CDCに投じており、この資金なしには、CDCは生

き延びることができない。

MBDは、NPO法人資格を取得し、MBDコミュ

ニティ住宅法人となった。また、MBDは、行政お

よび地元コミュニティ計画策定理事会と力を合わせ

てコミュニティ全体の再生計画を開発した。それ

は、市民生活に必要なサービスを復旧させ、放棄さ

れたままの建物を改修し、この地域の人口を回復さ

せるための新規住宅の建設を進めるというもので

あった。（ラルフ・ポーター；２４－３２）

このような住民の自発的な行動が結果として偉大

な再生を成し遂げるのをみるとき、そのエネルギー

に圧倒される。

高橋重宏は、北米において民間がいかに大きな役

割を担っているかという状況を以下のように述べて

いる。

移民社会である北米では、貧窮者の救済は国家や

家族、親族の責任というよりも、コミュニティの責

任という考えが強い。過去、３００年以上にわたって、

宗教団体や慈善団体がコミュニティ内の住民のニー

ズに対応する責任を担ってきた。歴史的には、病

院、学校、職業訓練所、孤児院、救済施設等が建て

られ、市民から金銭的な、時間的（ボランティア活

動）な寄付を受けて社会事業が運営されてきた伝統

がある。（中略）国家が、公衆衛生や福祉サービス

に対して責任をもつようになったのは２０世紀初頭に

なってからである。だが現在でも、カナダの民間の

福祉サービスを維持するのに必要な財政的援助は、

政府からは半分し
�

か
�

支給されていない。（高橋重

宏；５５傍点引用者）

２．NPOの組織と運営

ところで、特定非営利活動法人について、本稿で

は原則として NPOの略称を用いているが、文献に

よってはボランタリー非営利組織（Voluntary Non-

Profit Organization）という用語を使用しているの

で、その種の文献から引用する場合は、VNPOの

まま用いる。

M．ハリスと C．ロチェスターによれば、VNPO

に共通していることは、集まった人々がある特定の

目的のために自由意志で設立しようと決めて出来上

がった点であり、この組織の構成要素は、１．ス

タッフ（有給・無給）２．受益者（クライエント
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顧客 消費者 患者 会員）３．VNPOの存続に

長期的に関心を寄せる人々、「支援者」で設立者や

出資者であることが多い。そして ４．経営陣だと

いう。

また、「経営陣の役割と責任」について以下のよ

うに述べている。すなわち、それは意思決定をする

こと、組織のとる行動を承認するという最終的権限

を持つと同時に法的責任を負い、また有給・無給の

スタッフの行為や機関の資源の管理について説明責

任を負う。

さらに組織の価値観と自律性を維持すること、

――具体的には組織がその設立の目的に向かって活

動しているかどうかチェックする――スタッフの雇

用者、機関の方針を決定する。そして機関の生き残

りに必要な資源を確保するなどの役割が期待されて

いる。

しかしながら、スタッフも経営陣も相互に満足す

るためには、すでに開発されている総合活動分析

（たとえば、①サービスを届ける②資金を集める③

法律の改正を求める④社会問題への関心を引く⑤消

費者の満足を見守る⑥現場で働く他の人々との接触

を維持する等 １々０項目の質問からなる）を用いて、

理事会メンバーやスタッフはブレーンストーミング

することが求められている。

理事会メンバーも、各自で機関の各機能を評価す

るが、たとえば、この機能は現在この機関において

果されているか、もしそうなら誰が果たしているか

を答えるよう求められる。理事会メンバーとスタッ

フ間で、実際の役割分担についての認識のずれが明

らかになり、ずれが生じた理由を探ることによっ

て、将来の両者間の協同の基礎を与えてくれるとい

う。（マーガレット・ハリスとコリン・ロチェス

ター；４６－５８）

VNOPが利用者に質のよいサービスを常に提供

しているかどうかを把握することが、当該組織を永

続、発展させるために必要であり、そのために団体

組織をサービス供給システムと捉え、サービスユー

ザの参加を得て団体の行動とユーザー両方のニーズ

が合致しているか定期的に見直すなどの対策が不可

欠だと考えられている。（アリアン・オズボーンと

リンダ・ホーナー；２３４）

一方、VNPOの組織運営においては、情報の速

く正確な検索・収集・処理・伝達が要求されてお

り、インフォーメーション・テクノロジーを正しく

導入し、組織内で統一したインフォーメーションシ

ステムを開発することが必要である。その他、企画

書・財務情報・契約や補助金申込みのための情報収

集、議事録作成、業務計画などは NPOの運営に欠

かせない。（マイク・ラックとポール・ゴルダー：

２３７－２３８，２４９）

上に NPO組織運営の前提条件の一端を引用した

が、これ以外に団体の使命、目的、価値にはじま

り、構成員のそれぞれの役割と遂行状況や質のよい

サービスが受益者に提供されているかなどを「評価

する仕組み」に至るまで、長年の実践経験と実践の

質を高めるための研究が蓄積されている様子を確認

できる。今後、わが国の NPO法人を発展させてい

く上で、NPOの先進国の実践と研究成果を参考に、

わが国の実情を踏まえた工夫が段階的に講じられる

必要があると思われる。

３．日本のNPOの特徴について

１９９８年１２月の特定非営利活動促進法（NPO法）

施行前の８月に、NPOに関わりの深い５人の専門

家によって、「NPO法は社会福祉に何をもたらす

か」について以下のような座談会が行なわれてい

る。その概略は以下の通りである。

昔は、民間の篤志家、慈善家が自発的に社会福祉

事業をしてきた。それを、国の財政が豊かになった

段階で、公的なサービスに置き換えていった。

しかし、少子、高齢化の進展、家族形態の変化、
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さらに国民のニーズが多様化し、要援護者へのサー

ビスを行政だけで担えなくなり、共同作業所やいの

ちの電話などの活動が民間の力で立ち上げられた。

市町村の社会福祉協議会などは終戦直後の戦災孤

児、浮浪児の生活の場づくり、さらに長野県上田市

社会福祉協議会ではじめられた家庭奉仕員制度（現

在のホームヘルパー制度のはしり、引用者注）をは

じめとして、地域住民のニーズに基づいて、柔軟な

サービスをボランティアと一緒につくり出してき

た。

昔のボランティア活動は、自分でお金を出して人

のために貢献することだったが、サービス提供側も

利用者側も負担が大きく継続性に欠けがちだった。

それに対して無理なく事業が継続していくための効
�

果
�

的
�

な
�

仕
�

組
�

み
�

をもち、一定の対価を受け取る住民参

加型在宅福祉サービス団体が誕生した。NPOと公

的サービスの役割分担については、以下のように考

えることができる。

NPOは公的サービスに先駆けて、あるいは公的

サービスで対応できない部分に取り組み、公的負担

で行うべきだと認められたサービスは行政に任せ

て、さらに新たなニーズに取り組むことが NPOに

求められている役割である。さらに、公的サービス

のやり方に対して、地域のニーズの実態に基づく意

見、要望を行政に注文する。また、公的機関、行政

と共同して、地域の住民が暮らしやすくする役割を

担う。

個人が市場のマーケットで適切なサービスを適切

な価格で購入できるのであれば、市場のマーケット

が担当し、国民すべてに共通するサービスで公的仕

組みで行った方がいいものは引き受ける。しかし、

例えば寝たきりのお年寄りが１人で地域で生活して

いて、公的なホームヘルパーは１週間に５回しか訪

問できないとき、あとの２日は周りの人の見守り活

動や NPOのサービス提供が不可欠となる。

全国に約８６００あるといわれる団体の内、法人格を

取得する必要性を感じたことのある団体は約１割だ

といわれている。

パイオニア型の NPOは、行政や社協や大規模な

社会福祉法人の目が届かない「ニッチ」（niche）と

呼ばれる社会福祉の隙間を見つけ出し、そこに活動

の拠点を置くことになる。

今回の法案のなかでは、NPOに対する寄付につ

いて税務上の特典が与えられなかったので、市民か

ら賛意として表現してもらえるような資金補助を促

進する効果が得られなかった。

寄付を非課税とすると、寄付によって国は得べか

りし税収を失うことになるが、NPOが提供してく

れるサービスがすばらしいと思えば寄付し支援する

という選択が対等になったら画期的だったのにとい

う。（月刊福祉 １９９８．８． 座談会；１４－２７）

上述の中で触れていたように、市民のニーズは、

公的サービスと市場マーケットで対応し、それらで

対応できないニーズに対して NPO法人によるサー

ビスを期待する。しかし、この分担範囲は流動的な

ものであり、NPO法人によって提供されている

サービスが国民にとって共通の普遍的なニーズだと

みなされればそれを公的サービスが担うことにな

る。

また、特定非営利活動促進法では、国民が NPO

法人に寄付をした場合に、税法上の特典を与える仕

組みにならなかった点は、多くの者によっても批判

されてきた。

しかし、NPO法が制定されて３年近くの間は

NPO法人に寄付をした個人や法人に対する特別の

税制上の措置はなかったが、２００１年１０月から、特定

非営利活動促進法に基づいて設立された特定非営利

活動法人のうち、一定の要件を満たすものとして国
�

税
�

庁
�

長
�

官
�

の
�

認
�

定
�

を受けた NPO法人（認定 NPO法

人という）への寄付を行った個人または法人に対し

て所得税・法人税および相続税の特例措置を認める

新しい寄付税制が施行された。個人が一般の NPO
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法人に寄付した場合は、寄付控除は一切認められて

いない。しかし、認定 NPO法人に寄付した場合

は、寄付額のうち、１万円を超える部分を、年間所

得の２５％を限度として所得から控除されるように

なった。（山内直人；６１－６２）

なお、１９９８（平成１０）年１２月施行された特定非営

利活動促進法の一部概要を紹介すると以下の通りで

ある。

構成員：社員１０人以上

理事の権限：代表権、業務執行権

監事の要否：必置〔１人以上〕

法人税（公益事業）：非課税

法人税（収益事業）：課税

事業税（ 〃 ）：課税

利子等 ：課税

特定非営利活動法人を設立しようとする者は、所

轄庁（その法人の事務所がある都道府県の知事、複

数の都道府県に事務所を置く場合は経済企画庁長

官）に団体の定款や役員名簿、１０人以上の社員の氏

名、住所、設立趣意書、財産目録などの書類を提出

し、認証を受けなければならない。特定非営利活動

法人には、毎年の事業報告書や財産目録、賃借対照

表などを作成し、事務所に据え置くとともに所轄庁

に提出しなければならない（第２９条①）という情報

開示（ディスクロージャー）の義務が課せられてい

る。（山内直人編；５２，２０４－２１６）

Ⅱ わが国のNPOの活動状況

次に、わが国の社会福祉分野の NPOの活動の実

例について便宜上１～４のカテゴリー、１．『より

理想的な実践をめざす』 ２．『住みやすい地域をつ

くる』 ３．『潜在的ニーズに応える仕組みをつく

る』 ４．『NPOの合同および NPOハウスについ

て』に分類して述べてみたい。各団体に関する情報

はすべて出版物から得たものを要約した。

１．『より理想的な実践をめざす』

ａ．上福岡障害者自立生活センター２１〈まちのな

かで共に生きる〉

１９７６年２月、障害をもつ人やその親を中心

に、「障害者も共に生きる市民社会をつくろう」

と『とんぼの会』を結成。共に運動を進めてき

たメンバーの一人が病気になり（人手不足から

引用者注）、当事者が施設に戻らざるを得なく

なるケースも出てきて、１９８５年２月、２団体が

加わって、「在宅者作業実習教室準備会」を結

成。日中の在宅障害者のための活動の場とプロ

グラムづくりをはじめ、週１回のデイケアも回

数を増やしていった。途中、意見の衝突で１団

体脱会。１９８７年『自立生活センター』として再

出発。これを機に会の方針を、「障害者本人の

主体性を中心とした活動」と明確にした。

廃品回収、チラシ配り、牛乳パックの再生紙

つくりから、後には商品販売も取り入れるよう

になった。１３年間の活動の成果として、５つの

事業体が誕生。１９９１年手作り品と自然食品の店

が開店、１９９５年パン工房、１９９６年に『生活ホー

ムみどり荘』１９９８年障害者生活支援サービス

『二人三脚』１９９９年に心身障害者地域デイ・ケ

ア事業所『協働舎・レタス』が開設された。

『自立生活センター２１』は、各グループを有機

的に結びつけており、かつ『自立生活センター

２１』の事務所は『協働舎・レタス』との共同運

営である。日常的活動をするようになると、専

従職員が必要になり、行政に働きかけ、市単独

の補助金が支給され、パン工房は川越市の心身

障害者地域デイ・ケア施設として市と県の補助

金を受けている。『協働舎・レタス』は上福岡

市の心身障害者地域デイ・ケア施設。

「自立生活センター」の日常活動は、そこで

働く障害者本人と職員とで可能な限り行なって

いるが、組織や活動が確立されてから入ってき
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た親の中には、「自立のための場」ではなく

「利用する場」としてとらえている面がみられ、

共有の文化をもつのに時間がかかりそうだとい

う。（会員数２０５人）（さいたまの NPO：４０～４１）

ｂ．パーソナルアシスタント・サービスのっく

〈利用者の地域生活を支える〉

浦和市内の知的障害児施設に勤めていた３人

の若い女性達が、子どもたちはなぜ家族から離

れて施設で生活をすることになったのか疑問を

持ち、地域にそれぞれの子どもと家族の生活を

サポートできる資源があれば施設で生活するこ

とがなかったかもしれないと思い、施設の中で

の努力に限界を感じていたという。

やがて、彼女達の目ざすものがレスパイト

サービスであると気づき、退職。３か月かかっ

て見つけた小さな家と２２人の会員でスタート。

障害を持っている人も持たない人も同じように

社会の一員として、それぞれの家族が望む暮ら

しが安心してできるように、自分たちの場がそ

の資源のひとつになりたいと「レスパイトのっ

く」と命名、１９９６年開始したが、レスパイトが

家
�

族
�

の
�

都
�

合
�

（傍点引用者）による一時的介護の

みが強調され、本人の生活を支援するという視

点が抜け落ちるので、『パーソナルアシスタン

ト・サービスのっく』に改称。

『のっく』では、母親や兄弟の外出や急用な

ど家族の都合だけでなく、利用者本人の単独で

の外出にも利用されている。

『のっく』の利用状況の実態を行政側に訴え、

「埼玉県障害児者生活サポート事業」として利

用者への補助が行なわれることになり、同時に

市町村独自の利用料の補助もはじまった。例え

ば、利用者が上尾市の場合であれば県と市の補

助によって１時間当たり２８５０円の規準額の内、

利用者は５００円の負担金ですんでいる。しかし、

介護保険の身体介護の規準単価（６０分未満４０２０

円）と比べると、経営的にはかなり苦しいのが

実情という。

『のっく』は、埼玉県生活支援サービスネッ

トワークの事務局も担っており、ネットに加盟

する市民団体、NPOもどんどん増えている。

『のっく』では、２００１年現在、共同代表の３

人に加えて男性スタッフを一人採用し、はじめ

てのスタッフを抱えて、就業規則や労働保険な

どの整備をすすめており、このサービスが職業

として成り立ち、利用者に安定したサービスを

提供可能にする運営体制を確立していくことに

取り組んでいる。（会員数１３０人）（さいたまの

NPO：１５～１７）

ｃ．NPO法人在宅生活支援サービスホーム花凪

〈利用者の多様なニーズに応える〉

花凪は札幌市を拠点に、ホームヘルプ・ミニ

デイ・宿泊・託児サービス等を実施している。

同法人理事長は、特別養護老人ホームで１７年

間生活指導員を務め、利用者の多様なニーズに

応えていくため、２０００年７月花凪を立ち上げ

た。当初のメンバーは理事長、副理事長の夫

（コーディネーター役）、中学１年の娘さんの

３人であったが、現在は６人のスタッフ、保育

士（音楽療法も担当）、介護福祉士（家事援助・

通院介助）、もう１人の介護福祉士（グループ

ホーム勤務経験有。ホームヘルプサービスの

際、家庭の味に近づけるよう努力）、家事全般

の主任（主婦としてのキャリア活かす）、介護

職兼ケアマネージャー（趣味の絵手紙教室開

催）、そして看護師（将来、訪問看護に取り組

むための準備）が加わっている。さらに６０人の

会員が花凪の活動に参加している。２０００年１２月

に NPO法人の認証を受け、２００１年５月から介

護保険事業開始している。

５０ 社会福祉における NPO法人の活動状況と NPOに対する支援



花凪は、理事長の自宅兼事務所を全室バリア

フリー化し支援活動をしている。目標は、利用

者一人ひとりのニーズを探り、自分らしく生き

たいという気持を大切にしながら「なりたい自

分でいること」「なりたい自分になれること」

をサポートしている。

花凪は、連日大勢の人が集い、子どもから高

齢者まで幅広い年齢層の人たちが和気あいあい

と過しており、利用者なのか遊びに来た隣人な

のか紹介してもらわないとわからないという。

多様な活動を安定して提供していくことが課

題となっており、メンバーが休日返上でサービ

スの向上に努めている。（月刊福祉，２００１．１２；

９６－９９）

２．『住みやすい地域をつくる』

ａ．老人給食協力会ふきのとう大宮支部 配食

サービスひまわり〈自分たちにできることを担

いたい〉

世田谷の「ふきのとう」の配食サービスの活

動に触発され、「ふきのとう」の大宮支部設置

を認めてもらい、９人の仲間でスタート。大宮

市社会福祉協議会の配食サービスが「月火木

金」なので、「ひまわり」は第１～第４水曜日

（月４回）、午後調理をして、午後４時すぎに

夕食として配食している。会員は、「食事を作

り配達するボランティア、召し上がるメンバー・

賛助会員」から成り立っており、会費は年額

１２００円。食事代は１食５５０円。２０００年度会員１４８

人。配食数５０～６０食。月１度、ひまわり通信発

行。毎週献立表を利用者に配付。全員無償。運

営費はチャリティコンサートやバザーの売り上

げ金をプールしておいて、研修費等にあててい

る。活動拠点の調理場の契約が切れるため、新

しい拠点を探している。（さいたまの NPO；

３４－３５）

ｂ．NPO法人くりやまコミュニティネットワー

ク〈共に助けあい、支えあうまちづくりをめざ

す〉

地域通貨「クリン」が流通することにより、

希薄化した地域住民のつながりが深まり、地域

内で展開されるサービスの循環により、「いき

いきとした活気あるまちづくり」が実現される

ことを期待している。人口約１４０００人。少子・

高齢化や核家族化が進む町。

平成１１年７月に地域通貨の学習会を開催し、

平成１２年～１５年の間に３度にわたる地域通貨の

試験流通に延べ１５００名が参加した。

地域通貨「クリン」は、換金できないシステ

ムになっている。高齢者は、庭の植木の冬囲い

のとりつけ、屋根の雪おろし、除雪作業をして

もらう一方で、小学校に戦争・空襲体験を語り

に行き、あるいは菜園づくり、漬け物の漬け

方、堆肥のつくり方など幅広い知恵や技術を若

い世代に伝える。それでも、高齢者にとって

「クリン」を貯めづらい点をカバーするために、

商店街での買い物にレジ袋を持参したり、エコ

ポイントを発行してもらいエコポイント５個で

５００クリンに換えられるという仕組みを編み出

した。地域通貨が人から人へ手渡される仕組み

として普及・定着すれば、「思いやり」や「助

けあう喜び」を日常的に感じながら暮らせる町

に育っていくことを期待しているのである。

（月刊福祉 ２００４．７，５６－５９）

ｃ．神戸市真野地区まちづくり推進会〈住民の意

向に基づいたまちづくり〉

この地域は、１９１０年～１９２０年代、長屋建の市

街地で、戦後の復興期に、老朽化した長屋住宅

と、大小の工場が混在する町になり、１９６０年頃

工場公害で悪化し、１９６５年住民は公害追放運動

に取り組み、その後も、地域福祉、街の緑化、
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コミュニティ施設づくりを継続。

人口は、１９６０年１万３５００人、現在（１９９９年）

約５０００人に減少。過去１５年間人口減少、高齢

化、地域の衰微と戦い続けてきた。その闘いの

中心的役割を担ってきたのが、真野地区まちづ

くり推進会（非営利団体）。

推進会は、１６の自治会の代表者、自治会から

推薦された人、婦人会等の各種団体代表者、商

業・工業の事業者・代表者など、約８０名の住民

によって組織されている。毎月３回の定期的な

会合を開催。

まちづくりのルールに基づいて市長に提出さ

れた住宅や工場等の開発計画に対して、市長は

一定基準以上の計画については推進会の意見を

求めることになっている。

推進会は、また、将来像に基づく道路・公園

の建設で移転を余儀なくされる住民の説得、老

朽化した長屋の共同建替えの促進を居住者に働

きかけている。

これまでのまちづくりの実績としては、移転

用住宅４３戸の建設、人口増を図るための市営住

宅１０７戸の建設、長屋の共同建替え１６戸、老朽

化した住宅約６０戸の除去、集会所の管理、住民

のため推進会が駐車場を経営等々であり、将来

は下部機関として「まちづくり株式会社」を設

立する予定という。（NPOは地域を変える；

２１６－２１８）

３．『潜在的ニーズに応える仕組みをつくる』

ａ．日野市地域ケア研究所〈地域住民による在宅

ケアへの挑戦〉

難病患者の親としての経験から病院と家庭の

中間的なケアの必要性を実感し、石川左門氏が

自宅を改築して設立したのが、「日野市地域ケ

ア研究所」である。地域の NPOとして、ホー

ムヘルプや研究所施設でのショートステイなど

の地域ケアサービスを地域の NPOとして提供

している。

石川氏の長男は、筋ジストロフィーで難病患

者だったが、本人と家族は「地域の中で生きて

いきたい」という願望を貫いた。そのため在宅

生活を支えるための医師・看護師・保健師・行

政職員、および地域のボランティアが在宅ケア

チームを組織し、彼の生涯の内、入院生活は４０

日間だけだった。

彼の他界後もチームは在宅ケアについての検

証を重ね、他の難病患者のケアを支援すること

もあった。「難病患者を支える家族は昼夜を問

わない介護で疲れはてている。もし家族が倒れ

たら患者はどうなるのか。日中の介護を肩代わ

りするシステムと、緊急時に患者をケアする

『病院と家庭の中間的施設』が必要だ」として、

石川氏とケアチームのメンバーは３年間の研究

会で検討の末、昭和６０年春、研究所および研究

所の調査、研究の実践活動を担う愛隣舎の会を

発足させた。

研究所・愛隣舎の会はともに会員制の組織

で、運営は会費で賄われている。利用者もボラ

ンティアも同じ会員として、ともに支え合う仕

組みをもつ。（会員の構成：利用会員…難病患

者、障害者、高齢者、協力会員…医師３人、看

護師・保健師６人、コーディネーター２人、ボ

ランティア４０人）

「行政は老人、障害者、難病と各施策に分か

れ（中略）保健、医療、福祉はまた違う組織と

なっていて、どうしてもも
�

し
�

ができてしま

う…。どうやってもしをなくすかは市民の課

題」で住民の立場から行政に働きかけて政策に

参加しないといけないという。（NPOとまちづ

くり まちづくり読本③；６８－７１，傍点引用者）

ｂ．NPO法人 キッズエナジー〈難病の子ども

５２ 社会福祉における NPO法人の活動状況と NPOに対する支援



達・家族を支援〉

東京都世田谷区を拠点に活動している。活動

内容は、①闘病中の子どもと家族への相談活

動、②情報提供、③病棟等へのボランティア派

遣、④ボランティア育成、⑤調査・広報・啓蒙

活動等

NPO法人設立のきっかけになったのは、

１９９７年、５歳の少年がムコ多糖症による骨髄移

植が必要なのだが、国内では HLAが適合する

ドナーが見つからず、海外でドナーを探し、手

術は成功し、現在、本児は通学しているという

経験であった。

このようにして１９９９年、闘病中の子どもや家

族を支援するシステム、キッズエナジーが設立

された。

相談内容：医療情報、闘病に対する不安、資金

の問題、治療法が確立していないこ

ともあり、不安を感じる家族多い。

スタッフ：同会理事の医師を中心に専門医の

ネットワーク構築。ファクシミリや

電子メール等を使って相談に応じ、

客観的情報提供。セカンドオピニオ

ンの要請に応える。患者会や支援団

体の紹介。闘病に必要な情報提供。

教育の機会の保障：環境調査や現行支援策の評

価等を行い、関係機関への働きかけ

を続けている。

ボランティア育成：看護職や介護職等の有資格

者を対象にボランティア育成を実

施。

ネ ッ ク：感染症、守秘義務、ターミナル期の

対応等のため、スキルアップセミ

ナーを随時開催。

ボランティア：看護師、理学療法士、教師、医

学生、７０名のボランティアが無償で

参加。２００１年１年間で１１８回、１８人

の子どもへの派遣実施。

理事者、運営委員３０名、応援会員

１３０名（会費による支援）ボラン

ティア会員７０名、ニュース会員５０名

（購読費による支援）利用会員６０名

運営資金：会費や助成金、書籍等の売り上げに

よって賄われている。その他、企業

からの寄付金や機器の提供。

課 題：闘病中の家族からの相談は、緊急性

の高いものが多く、慎重かつ適切な

アドバイスが必要になる。こうした

要請に応えていくために、同会では

医療や心理学の専門家と協力しなが

ら、さらに支援体制の強化に取り組

んでいる。

子どものためのインフォームドコンセントを

推進するため「子どもの体に起っていることを

理解し、子ども自身が主体となって闘病に関

わっていけるように支援ツール」をつくってい

る。病気に対する理解・治療の流れを解説した

絵本、入院中のできごとの記録や医師・看護師・

友だちからのメッセージを書いてもらうための

「入院ノート」を制作している。（月刊福祉

２００１．１１：９６－９９）

ｃ．NPO「育て上げ」ネット（２００４年５月認証）

〈社会参加から経済的自立へ〉

２００４年９月より、若年者就労基礎訓練プログ

ラム（通称：ジグトレ）を本格的に稼動させ、

対人コミュニケーションが苦手であったり、人

間関係に不安を抱えていたり、働きたいと考え

ながら一歩が踏み出せない若者にたいして、地

域密着型の支援を行っているという。

ニート（NEET；Not in Employment, Educa-

tion, or Training）と呼ばれる若者は、過酷な

就職活動の末、３０社、４０社と内定をもらえず、
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「自分は社会に必要のない人間」であると思い

こんでしまう。ニートの若者に共通するのは、

小さな機会、チャンスであっても、それが彼ら

の「働きたい想い」に応える可能性があれば、

積極的に参加してくる。つまり、彼らは「働か

ない怠け者」ではなく、「働けない、働くこと

に希望がもつことができない真面目者」だとい

う。

ジョブトレは、社会参加と、経済的自立の２

つに分かれる。社会参加を獲得するうえで、

もっとも大事な要素は、「他者とのコミュニ

ケーション」すなわち最低限の意思疎通、挨

拶、感謝の気持を伝える、わからないことは質

問するという基礎的なことなのである。

ジョブトレでは、社会福祉協議会や作業所、

児童館や地域で催されるイベントの参加をボラ

ンティアで行い、他者から喜ばれる、相手から

感謝されることで、「社会から必要とされてい

る」ことを実感できる。この段階を経て、就労

へ向けた基礎訓練、求人雑誌などで募集されて

いる業務を委託業務として確保されたものに参

加する。例えば、オフィスビルなどの清掃管

理、地域商店街からの請負仕事（花屋のフラ

ワーアレンジメント、電気屋のチラシ作成・配

布）、企業からのデータ入力やテープ起こし、

農繁期には援農に行くこともある。参加者はこ

れらの請負業務を一通り経験することによっ

て、自分ができる仕事、興味ある業種を理解

し、就労に向け集中的に研修する。研修を重ね

ることで自分に対する自信を取り戻し、さまざ

まな業種を実践した後で、自分が「選択」した

業務であれば、自分探しの迷路に迷い込むこと

も少ない。したがって一定期間活動を継続する

と、自然とアルバイトや職を探すようになる。

なぜなら、ジョブトレで同じ作業を繰り返し続

けるよりは〈同じ業務〉を外の世界で見つけ、

賃金をもらう方が「得」だからである。この

「得」という考えが、実践経験により培った自

信という根拠をもって生まれるとき、ニートの

若者はニートでなくなるという。

解決策もこれだけではなく、この問題を社会

全体で共有し、行政、教育機関、民間団体、家

族などが一丸となって支援に取り組んで行かね

ばならないと提言している。（ボランティア白

書 ２００５，１７３－１７５）

４．『NPOの合同およびNPOハウスについて』

１～３までに紹介した NPO法人は、単独の NPO

として機能しているもの、あるいは独立した事務所

を有する NPOであるが、この頃にとりあげるのは、

協同して運営を目指したり、本来は別々の NPOの

活動をしながら拠点を共有する NPOの活動のあり

方である。

ａ．ぼらんぽ・センター・コンソーシアム〈得意

分野の異なる NPOの合同〉

「ぼらんぽセンター・コンソーシアム」は、

得意とする分野が異なる「名古屋 NGOセン

ター」（４３の加盟団体があり、国際理解教育、

スタッフやボランティアの人材教育）、「ボラみ

みより情報局」（情報誌によるボランティアの

マッチングやコーディネート）、そして「ボラ

ンタリーネイバーズ」（会計や労務などの NPO

支援やまちづくりコーディネート）の３つから

なる事業体である。（以下、「ぼらんぽセンター・

コンソーシアム」は、コンソーシアムと略す。）

ところで、「なごやボランティア・NPOセン

ター」は、市民活動を促進することを目的に設

置され、行政により運営されてきた施設である

が、２００４年８月より、前出のコンソーシアムに

運営がまかされることになった。これは、なご

やボランティアセンター・NPOセンターの管
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理者として指定されたことを意味し、コンソー

シアムから人材を派遣し管理業務を行うことに

よって、管理料が支払われることになる。まだ

行政との話し合いに行き違いや制度の理解不足

から問題が生じているが、NPO業界の不安定

な雇用状況において、継続的に安定した雇用を

確保でき、また公的な施設を運営することで、

社会的な信用が得られ、仕事が増え、新たな事

業展開の可能性が出てきているという。

一方、コンソーシアムも各団体の意思決定プ

ロセスの違いや、事業の進め方の違いなど団体

文化の違いによる運営上の困難があったが、対

等な関係でコンソーシアムを組んだことによっ

て、団体の利益に走らず、市民のサービスに向

けて運営するという方針を共有する方向に進ん

でいるように思われる。（ボランティア白書

２００５，１４６－１４８）

ｂ．みなと NPOハウス（東京都港区）〈NPOと

行政の協働〉

東京都港区では、人口減少・少子化によっ

て、区立小中学校の統廃合が行われ、不要に

なった用地・校舎の積極的活用が進められ、

１９９５年から区民福祉に寄与すると見なされ、か

つ一定の要件を満たす民間事業者に提供されて

いる。

民間事業者の内、区内に事務所を構え、活動

実績３年以上、当時事務所の執務環境に困窮し

ていること、および当該団体が施設使用による

区民へのメリットなど審査基準で選考され、

２００３（平成１５）年現在、NPO３１団体が入居し

ている。入居団体は「みなと NPOハウス入居

協議会」を組織し、基本的ルールを定め、自主

的に運営し、かつ「ハウス」を拠点に連携や

ネットワークが推進されているという。

また「ハウス」の共用のスペースに「NPO

交流サロン」を設置し、港区障害者事業団、

NPO事業サポートセンターが受付を担当し、

展示コーナーは地域の NPOの案内（パンフ

レット）が置かれている。NPO事業サポート

センターは、入居団体と協力して、講習会開

催、子育て支援、ヘルパー講習、車いす社会ダ

ンス、あるいはワークショップ等を行ってい

る。

その他、港区と NPOの協働事業として、

２００２年に子育てに関するシンポジウム、NPO、

区民および港区の協力による「子育てハンド

ブック」作成、あるいはメンタルサポートを

行っている NPOと協力して障害のある人の自

立支援活動を行う取り組みを進めるなど、多様

な活動が展開されている。（月刊福祉 ２００３．１２，

７８－８１）

４－aのコンソーシアムや４－bのみなと NPOハ

ウスの活動を概観すると、異質な団体の出会いが相

互に刺激し合い啓発され、全く新しい発想と事業の

進展が生まれる可能性があることがわかる。

Ⅲ．わが国の今後の発展を求めて

１．NPOを直接的に支援する

ａ．社会福祉協議会の役割

全国社会福祉協議会地域福祉部によれば、当

事者や住民の福祉への参加を推進する社会福祉

協議会は、NPOが活動、事業を展開できる条

件をつくり支援することは本来的な使命であ

る。また、社協はわが国で最大のボランティア

活動支援組織であり、地域において築いた幅広

い団体とのネットワークを糧に、NPO支援に

活かすことができる。地域に密着した組織であ

る社協は、地域の福祉を担うパートナーとして

NPOを認知し位置づけることは、地域からの

理解の不足に苦しむ NPOにとって重要な支援
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となる。NPOから社協に対して、行政との意

見調整の場を設けてほしい、NPO側の提案や

先駆的な活動を行政施策に反映してほしい、な

どの要望の他、行政と NPOが対等な立場で話

し合う場の設定や、NPOに対する専門的アド

バイスの提供、あるいは集会や研修会の開催の

必要性などを指摘している。以上の支援に加え

て、共同募金・民間助成金・公共的基金の仲介

なども期待されている。（月刊福祉，１９９８．９，

３２－３４）

この他、兵庫県宝塚市社協では、平成１０年４

月に発足した宝塚市 NPOセンターに、事務局

の場所を提供し、当分の間、職員の応援派遣

し、連携強化を図っている。（月刊福祉 １９９８．

８，４４－４５）

埼玉県においては、NPO活動実践者が若手

社協職員有志に呼びかけ、「社協と NPOの協

同調査プロジェクト」を発足させた。このプロ

ジェクトでは、理想とする地域福祉センターの

機能を社協と NPOとでどのように担えるかに

ついて調査研究をするため、月１回定例会議開

催、社協職員の意識調査、社協と NPO先進事

例ヒアリング調査、「NPOと社協でまちをおも

しろくする」シンポジウムの開催、調査報告書

作成等々に取り組んだ。社協職員の意識調査に

よると、社協にとって、NPOはパートナーで

あるという回答は５４％ある一方で、協働しよう

としても具体的なイメージを描けないといった

とまどいがあるので、お互いによく理解しあう

ことからはじめたい（２３％）という回答もある。

また県内社会福祉協議会事務局長のアンケート

によると、半数以上の社協は、「NPO法人が課

題に対して柔軟にすばやく行動をおこせる、分

野ごとに専門的知識技術をもっているが、活動

の継続性に不安をもっている」という結果が得

られた。

他方、NPO側からも行政から自立した組織

になりきれていない社協が少なくない、行政と

の人事交流することが社協本来の機能を低下さ

せる、住民とのつながり方を再確認すべきでは

ないか、市民に理解される PR活動をする必要

があるとの意見があったという。

このような話し合いが今後も継続され、相互

理解と協力に資することが望まれる。（ボラン

ティア白書 ２００５；１１５－１１７）

すでに各地域において必要に迫られ、または

将来を見越した両者の協同が進行し、あるいは

それに向けて始動しているところもあるものと

推測される。

ｂ．日本 NPOセンターの役割

本稿のⅡにおいて一部紹介してきたように今

日、NPO法人は社会福祉のあらゆる領域で活

動しているが、まだ発展途上にあることは事実

であり、さらに NPOを立ち上げようと努力し

ているグループも少なくない。

１９９６年１１月に設立された日本 NPOセンター

は次のような機能をもっている。すなわち、

① 情報のキーステーション

② コンサルテーションとコーディネーション

③ 人と組織のネットワーキング

従来は、多くの NPOが孤軍奮闘してきた。

今後は、情報の連携を深め、個々の協力関

係を促進。このネットワークを基盤に全国

的な NPOの基盤強化を促進。（ネット

ワーキングのためのフォーラム等を開催。）

④ 交流・研修のためのフォーラム

⑤ 調査研究のシンクタンク

（月刊福祉 １９９７．２ １０２－１０３）

センター発足以来、１０年経過しているので、

法人の認証を受けようとしている団体、新しく
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設立した NPO法人や既存の NPO法人に対す

る支援の役割を果しているものと思われる。

２．NPOの組織運営に関する課題

ａ．目的の明確化

Ⅰにおいてオズボーン等の著書に「使命

（ミッション）」について語られていることに

触れたが、他の文献においても使命について語

られることがある。現に、諸外国には宗教を基

礎に活動している団体もあり（マリアン・オズ

ボーン、リンダ・ホーナ；２１９）、「ミッション

に忠実であれ」（関西国際交流団体協議会編集・

発行 NPOの創造的マネージメント；２２）と

いう表現もごく自然に用いられる。

しかし、日本の特定非営利活動促進法の第２

条の２項に宗教の教義を広め、儀式行事を行

い、及び信者を強化育成することを目的とする

ものでないことと、NPO法人について定めら

れており、現在のところ宗教活動との関連につ

いては割愛する。

ところで、Ⅱにおいてとり上げた１１例を見る

と、１－aに関しては３団体でスタートしたが

意見の相違のため１団体が脱会し、その後、本

人の生活を支援することを明確にするため

「パーソナルアシスタント・サービス のっく」

と改称したと述べ、花凪は「利用者の多様な

ニーズに応える」、ひまわりは「自分たちにで

きることを担いたい」、くりやまは「共に助け

あい、支えあうまちづくりをめざす」、真野は

「住民の意向に基づいたまちづくり」、日野市

地域ケアは「地域住民による在宅ケアへの挑

戦」、「キッズエナジー」は「難病の子ども達・

家族を支援」、「育て上げ」ネットは、「社会参

加から経済的自立へ」などという各団体の達成

すべき目的であり、その目的に準じて事業計画

がなされていると考えられる。

のっくの実例から、目的を明確にしておくこ

とがスタッフなど関係者間の意思統一のため重

要であることがわかる。

ｂ．財源の問題・人的資源など NPOの財源に関

してであるが、一つの資金源に頼るのは健全で

はなく、行政、民間財団、企業、個人が、バラ

ンスよく寄附を募るのが望ましいが、小規模な

NPOにとっては簡単なことではなく時間も要

するという。（関西国際交流団体協議会 ２２）

日本の企業の中には企業財団を設立し、財団

を通じてフィランソロピー活動を行うものも多

数ある。一例を挙げると稲盛財団、石橋財団、

トヨタ財団、サントリー文化財団、日本生命財

団などがある。また、営利企業が社会貢献の一

環として NPOと共同で事業を行ったり、事業

型の NPOを設立する例も登場してきていると

いう。（山内直人；３２）

Ⅱに掲載した団体の場合では、行政に対し

て、住民にこのようなニーズがあると交渉して

補助金を確保したり、助成金を引き出すなどの

成果を挙げている。また、キッズエナジーは、

自主制作の絵本や出版物によって販売収入を得

るなどの工夫もみられる。

また、人的資源については、ボランティアや

住民の自主的協力によって応援を得ているが、

団体によってはスタッフがワーカーホリックに

陥らないかと危惧されるので、スタッフの健康

に留意する必要がある。

最後に、スタッフと理事会とをはっきりと役

割分担することは重要だと思われる。行政と協

働していくなかで、サラ・ニューホールは NPO

が自立性、独立性を保つためには強い理事会が

欠かせないと述べているのは、非常に示唆に富

んでいると思う。（関西国際交流団体協議会編

集；７）
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